
質問
No 質問内容 回答書

1
半導体不足や感染症の流行の影響を受け、納入時期が遅延した場合、納入業者が
決まっておりますので、リース会社にペナルティなく、賃貸借開始日の延長等ご協議い
ただけますでしょうか。

原則、契約書の条項どおりとなりますが、不測の事態につい
ては、必要に応じて、協議をさせていただきます。

2

当該リース物件について、MDMサービスの提供を受ける場合、貴市の責任において、
リース物件の返還までにMDMの「端末ID」を削除し、MDMの管理対象外とする認識で
よろしいでしょうか。なお、貴市側で「端末ID」を削除されない場合、リース会社は責任
を負いかねますがご認識に相違ないでしょうか。

ＭＤＭサービスの利用は予定しておりません。

3

本件は長期継続契約、債務負担行為どちらになりますか。長期継続契約の場合、歳
出予算の当該契約の金額について減額又は削除があった際に、受注者に損害が生じ
たときには、その損害をご負担頂ける、また、損害額はご協議頂けるという認識でよろ
しいでしょうか。

長期継続契約となります。長期継続契約期間中における契
約金額の変更または解除については、別紙契約書の条項
（第６条第３項及び第４項）どおりとなりますが、必要に応じて
協議させていただきます。

4
動産総合保険について、賃貸借期間の経過に応じて保険金が逓減する通常のリース
動産総合保険を付保するという認識でよろしいでしょうか。

ご認識のとおりです。

5
保守業務等はリース会社で直接の対応が困難であるため、必要に応じて当該業務の
対応可能な納入業者や保守業者へ委託しても問題ありませんでしょうか。

問題ございません。

6
契約書は貴市指定様式、リース会社様式どちらを使用されますか。貴市指定の場合
契約書の開示をお願いいたします。

契約書は本市指定様式となります。
様式（案）は別紙をご参照ください。

7

満了後の物理破壊について、貴市職員立会いの下とのことですが、物件はすでに離
線されている状態で、配線等の取り外し作業は発生しない認識でよろしいでしょうか。
また、立会の下物理破壊を行うため、物理破壊証明書の提出は不要との認識でよろし
いでしょうか。

物理破壊とされる場合には、発注者側で事前に配線等を取
り外し、一か所にまとめさせていただきます。物理破壊証明
書の提出は不要ですが、作業前と完了後の写真等の提供を
お願いいたします。

8
賃貸借物件に関しまして、本件契約に不適合が生じた場合、その際の対応責任は物
件の売主にあり、リース会社にその責任は生じないという認識でよろしいでしょうか。

双方で協議させていただきます。

9 応札金額は月額（税抜）、総額（税抜）どちらになりますか。 総額（税抜）でご記載ください。

以上

仕様書に関する質問について（回答）

質問について、次のとおり回答します。

案件名 設計積算システム等機器借上げ



別紙

１　件       名   設計積算システム等機器借上げ

  （ 内　訳 ）    別添機器等内訳書のとおり

２　期       間   令和８年（２０２６年）１月１日から令和１２年（２０３０年）１２月３１日まで（６０か月）

３　賃 貸 借 料   金  　　　　　　　円

        　　　　  うち取引に係る消費税及び地方消費税額 　金  　　　　　　　円

　　　　　　　　　　 月額　　　　　　円

　　　　　　　　　　 うち取引に係る消費税及び地方消費税額　金　　　　　　円

　　　　　　　　  ただし、各会計年度における支払額は次のとおりとする。

　　  　　　　　　　 上記金額は各年度とも保守料含む。

４　場      所 　 上下水道部指定場所

５　契約保証金　  免　　除

令和７年（２０２５年）　　月　　日

　　　　　　　　　　　発注者　住所　埼玉県草加市氷川町２１１８番地５

　　　　　　　　　　　　　　　氏名　草加市水道事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　草加市長　瀨戸　百合子

　　　　　　　　　　　受注者  住所

賃 貸 借 契 約 書

上記賃貸借について、発注者 草加市と受注者 〇〇〇とは、次の条項により賃貸借契約を締結
し、この契約を証するため、本書を２通作成し、発注者及び受注者は、記名押印の上、各自その１
通を保有するものとする。

　　　　　 　　　　　         氏名　　　　　　　　　　　　　　　  

　 　　　　　　　　　令和７年度　 　　　　　円（消費税及び地方消費税額　金　 　　　　円を含む）　

　 　　　　　　　　　令和８年度　 　　　　　円（消費税及び地方消費税額　金　 　　　　円を含む）　

　 　　　　　　　　　令和１１年度　 　　　　円（消費税及び地方消費税額　金　 　　　　円を含む）　

　 　　　　　　　　　令和１２年度　 　　　　円（消費税及び地方消費税額　金　 　　　　円を含む）　

　 　　　　　　　　　令和９年度　 　　　　　円（消費税及び地方消費税額　金　 　　　　円を含む）　

　 　　　　　　　　　令和１０年度　 　　　　円（消費税及び地方消費税額　金　 　　　　円を含む）　



 （総則） 
第１条 受注者は、別添の仕様書により、信義に従って誠実にこの契約を履行

しなければならない。 
２ 受注者は、前項の仕様書に定めのない細部の事項については、発注者の指

示を受けるものとする。 
 （権利義務の譲渡等の禁止） 
第２条 受注者は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡又は

継承させ、担保に供してはならない。ただし、事前に発注者の承諾を得た場

合はこの限りではない。 
 （機器等の保守） 
第３条 受注者は、発注者が機器等を常に正常かつ安全に使用できるように保

守を行わなければならない。 
２ 受注者は、機器等の保守方法について、事前に発注者の承認を得なければ

ならない。 
３ 発注者は、善良なる管理者の注意をもって機器等を使用しなければならな

い。 
 （契約内容の変更） 
第４条 発注者は、この契約の締結後の事情により、契約内容の全部又は一部

を変更することができる。この場合において、賃貸借料又は期間を変更する

必要があるときは、発注者及び受注者は、協議して書面によりこれを定める

ものとする。 
 （賃貸借料の支払方法） 
第５条 受注者は、仕様書記載の支払方法に基づき、発注者の指示する方法に

より請求するものとする。 
２ 発注者は、受注者からの請求があったときは、その請求書を受理した日か

ら３０日以内に受注者に対し賃貸借料を支払うものとする。 
３ この契約の締結後に、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）等の改正によ

り、消費税額等の額に変動が生じた場合は、発注者は、この契約を何ら変更す

ることなく、契約金額に相当する消費税額等を加減して支払うものとする。 
（契約の解除） 

第６条 発注者又は受注者は、相手方に次の各号のいずれかに該当する事由が

生じた場合は、何らの催告なしに直ちに本契約を解除することができる。た

だし、債務の不履行が自己の責めに帰すべき事由によるものであるときは、

この限りではない。 
 （１）本契約上の債務の全部の履行が不能であるとき。 
 （２）相手方が本契約上の債務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示し

たとき。 
 （３）本契約上の債務の一部の履行が不能である場合又は債務者がその債務

の一部の履行を拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する

部分のみでは契約をした目的が達することができないとき。 
 （４）本契約上の債務の履行をせず、相手方が催告しても契約をした目的を達

するに足りる履行がされる見込みがないことが明らかなとき。 
（５）重大な過失又は背信行為があったとき。 
（６）支払の停止があったとき、仮差押、差押、競売の申立てがあったとき、

破産手続、民事再生手続、会社更生手続、特別清算等の各開始の申立てを



自らしたとき若しくは第三者から各開始の申立てを受けたとき、手形交

換所の取引停止処分を受けたとき、又は公租公課の滞納処分を受けたと

き。 
（７）受注者又は受注者の代表者、代理人、使用人その他の従業員が刑法（明

治４０年法律第４５号）第９６条の６又は同法第１９８条の規定による

刑が確定したとき。 
（８）その他前各号に準ずる本契約を継続しがたい重大な事由が発生したと

き。 
２ 発注者又は受注者は、相手方に次の各号のいずれかに該当する事由が生じ

た場合において、相当期間を定めて履行の催告、是正措置の指導等をしたが、

相当期間経過しても履行、是正等が行われない場合は、本契約の全部又は一

部を解除することができる。ただし、その期間を経過した時における債務の

不履行が本契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限

りではない。 
 （１）相手方が本契約の条項に違反した場合 
 （２）相手方が本契約の履行について不正の行為をした場合 
 （３）前各号のほか、この契約に基づく義務を履行しないとき。 
３ 前２項により解除が行われたときは、解除を行った当事者は、相手方に対

し、損害賠償を請求することができる。 
４ 発注者は、翌年度以降において歳入歳出予算の金額について減額又は削除

があった場合は、当該契約を解除することができる。 
（発注者の解除権） 

第７条 発注者は、自己の都合によりこの契約の全部または一部を解除しよう

とするときは、解除しようとする日の３０日前までに書面により通知しなけ

ればならない。この場合、解除によって受注者に損害を及ぼしたときは、発注

者はその損害を賠償しなければならない。 

（反社会的勢力の排除） 

第８条 受注者は発注者に対し、次の各号の事項を確約する。 

  （１）自らが、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過し

ない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動等標ぼうゴ

ロ、特殊知能暴力集団その他これらに準ずる者（以下総称して「反社会的

勢力」という）ではないこと。 

  （２）反社会的勢力と次の関係を有していないこと。 

   ア 自ら若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与

える目的をもって反社会的勢力を利用していると認められる関係 

   イ 反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど反

社会的勢力の維持、運営に協力し、又は関与している関係 

  （３）自らの役員（取締役、執行役、執行役員、監査役、相談役、会長その他、

名称の如何を問わず、経営に実質的に関与しているものをいう）が反社会

的勢力ではないこと及び反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を

有していないこと。 

  （４）反社会的勢力に自己の名義を利用させ、本契約を締結するものでない

こと。 

  （５）自ら又は第三者を利用して本契約に関して次の行為をしないこと。 

   ア 暴力的な要求行為 



   イ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

   ウ 取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

   エ 風説を流布し、偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は

信用を毀損する行為 

   オ その他前各号に準ずる行為 

２ 受注者が前項のいずれかの確約に反した場合は、発注者は何らの催告なし

に直ちに本契約を解除することができる。 

３ 前項の規定により本契約が解除された場合は、受注者は発注者に対し、発

注者の被った損害を賠償するものとする。 

４ 第２項の規定により本契約が解除された場合は、受注者は解除により生じ

る損害について、発注者に対し一切の請求を行わない。 

 （機器等の返還） 
第９条 発注者は、賃貸借期間の満了又は契約の解除によって機器等を受注者

に返還する場合は、機器等を原状に復して返還するものとする。ただし、通常

の使用及び収益によって生じた機器等の損耗並びに機器等の経年変化につい

てはこの限りでない。 
 （秘密の保持） 
第１０条 受注者は、この契約によって知り得た秘密を他人に漏らしてはなら

ない。 
 （疑義等の決定） 
第１１条 この契約に定めのない事項及びこの契約に関し疑義が生じたときは、

発注者及び受注者は、協議して定めるものとする。 


